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開    会 

 

○西村部会長 皆様、おはようございます。それでは、ただいまから電波監理

審議会有効利用評価部会第４６回会合を開催いたします。皆様お忙しいところ

お集まりくださり、ありがとうございます。本日部会もウェブによる開催とさ

せていただきました。 

 本日の有効利用評価部会につきましては、電波監理審議会委員の笹瀬会長と

私、両名が出席しておりまして、電波監理審議会令第３条に基づく定足数を満

たしております。 

 なお、本日は電波監理審議会・親会からの傍聴予定はございません。 

 まず、本日の資料及び議事録の取扱いにつきまして、公共業務用無線局にお

いては、公にすることにより、公共の安全と秩序の維持等に支障を及ぼすおそ

れがある非公表情報を含んでおります。本日の資料のうち、資料４６－３につ

きましては非公表情報が含まれております。このため、本日の議事録及び資料

につきましては、後日、事務局におきまして非公表情報を特定いただきまして、

構成員の皆様にも確認を行った上で、評価後に公表することといたしますので、

御承知おきいただければと存じます。事務局よろしくお願いいたします。 

○柏崎幹事 承知いたしました。 

○西村部会長 それでは、続けまして、本日は議事が４つございます。 

 １つ目は、有効利用評価方針の改定（案）に対する意見募集の結果でござい

ます。２つ目は、前回の部会におきまして、総務省から報告がありました各種

無線システム・７１４ＭＨｚ以下の周波数帯の調査結果のうち、周波数区分ご

との調査に関する評価結果（案）、３つ目は、同じく前回の部会におきまして、

総務省から報告がありました公共業務用無線局の調査結果に関する評価結果（案）
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でございます。最後、４つ目は総務省から令和６年度各種無線システム・７１４Ｍ

Ｈｚ以下の周波数帯の調査結果のうち、総合通信局ごとの調査結果を報告いた

だくことになっております。 

 

議    事 

 

（１）有効利用評価方針の改定（案）に対する意見募集の結果 

 

○西村部会長 それでは、議事の１番目、有効利用評価方針の改定（案）に対

する意見募集の結果につきまして、事務局より御説明をよろしくお願いいたし

ます。 

○柏崎幹事 承知いたしました。事務局でございます。 

 それでは、資料４６－１－１により有効利用評価方針の改定（案）に関する

意見募集結果を御説明いたします。今回の改定（案）は、新たに割り当てられ

た４.９ＧＨｚ帯に関する評価方針と、３Ｇ移行計画に関する評価方針の２つの

内容を反映するものとなってございます。 

 意見募集の結果、携帯電話等事業者５者から意見提出がございました。資料

の表の左端に番号を振ってございますので、その順に御説明いたします。 

 まず、全般的な意見といたしまして、Ｎｏ．１はドコモ社から、開設計画の

認定満了後は、各社の事業戦略、ニーズに応じた展開、社会課題の取組等に応

じて基準を適宜御検討いただきたいとの御意見です。これに対する電波監理審

議会の考え方（案）といたしまして、適時適切に検討を行うとしてございます。 

 Ｎｏ．２、こちらはＫＤＤＩ社、ＵＱ社から調査項目の見直しや調査期間の

確保に関する御意見でございますが、調査については、総務省が主体となるも

のですので、考え方（案）には「総務省において今後の参考としていただきた
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い」としてございます。 

 続きまして、Ｎｏ．３はソフトバンク社、ＷＣＰ社から、前段には基準の見

直しは有意義ということと、後段には、この後の個別の意見に関する総論が述

べられております。前段につきましては、賛同の御意見として承るということ

と、後段は、この後の個別の意見への考え方を御参照いただきたいとしてござ

います。 

 Ｎｏ．４はソフトバンク社、ＷＣＰ社からです。３Ｇ移行計画に係る評価方

針（案）に関しまして、過去の考え方に沿った基準となっているという御意見

で、これに対して、賛同意見として承るとしております。 

 Ｎｏ．５はソフトバンク社、ＷＣＰ社から、前段にはミリ波帯の基地局の数

に係る評価基準に関して、相対評価とはせず、可能な限り合理的なものとする

ことが望ましいということと、後段には、周波数オークションに関して基準の

見直しが必要という御意見でございます。これに対し、ミリ波基地局数の絶対

評価に基づく適切な基準の設定は困難と考えられ、各社間の競争促進も期待し、

相対評価が適切と考えられるということ。また、後段につきましては、オーク

ションの制度やサービスの状況を踏まえて検討することが適切ということで記

載してございます。 

 続きまして、Ｎｏ．６でございますが、ドコモ社から今回の３Ｇ移行計画に

係る面積カバー率の評価に関しまして、Ｄ評価を設定することは、面積ではな

いニーズに合わせた事業展開へ柔軟に対応できなくなるおそれがあるとの御意

見でございます。これに対する考え方（案）といたしましては、今回、設定い

たします３Ｇ移行計画に係る評価方針は、現行の基準の適用ではなく、例外的

に各社の移行計画に基づく評価としてございますので、最低限、達成すべき目

標として正当な理由もなく計画値を満たさない場合はＤ評価とすることが適当

ということで、原案どおりとすることが適当と考えるとしてございます。なお
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書きといたしまして、移行計画はニーズを踏まえて設定されるものといったこ

となどを付記してございます。 

 続きまして、Ｎｏ．７、ソフトバンク社とＷＣＰ社からでございますが、前

段には面積カバー率に関しまして、相対評価ではなく、可能な限り合理的なも

のとすることが望ましいということと、後段には周波数特性の近い、ほかの周

波数帯における評価の考慮を希望するという御意見でございます。これに対し

まして、前段の相対評価の関係はＮｏ．５と同様の考え方をお示ししておりま

して、後段については、今後の参考としてございます。 

 続きまして、Ｎｏ．８、ＵＱ社から通信量につきまして、ＫＤＤＩグループ

全体でのトラヒック増減が生じ得るため、それを考慮いただきたいという御意

見でございます。これに対する考え方（案）につきましては、調査結果の報告

に基づき、いただいた御意見や利用実態等を踏まえて適時適切に検討を行って

まいるとしてございます。 

 続いて、Ｎｏ．９、ソフトバンク社、ＷＣＰ社から通信量につきまして、Ｎ

Ｒ化のような世代交代のタイミングでは、トラヒックが減少する周波数帯も出

てくることが想定され、その場合、評価において要因記載や注釈の記載などを

求める御意見となってございます。それに対する考え方（案）としまして、現

行の基準では帯域ごとに前年度の実績をベースとした基準を設けておりますの

で、こちらも適時適切に検討を行ってまいるとしてございます。 

 最後、Ｎｏ．１０はソフトバンク社、ＷＣＰ社から、４.９ＧＨｚ帯に係る評

価方針（案）に関しまして、こちらも先ほどの３Ｇ移行計画と同様に、過去の

考え方に沿った基準となっているという御意見で、これに対して、賛同意見と

して承るとして考え方（案）をお示ししてございます。 

 なお、今回、改定箇所とは関係ございませんが、例えば「周波数帯」と規定

するところの「帯」の字が欠落している箇所がございまして、内容変更を伴わ
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ない形式的な修正を追加してございます。 

 以上、提出された御意見及び審議会の考え方（案）につきましての御説明で

ございました。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○西村部会長 どうも御説明ありがとうございました。 

 ただいまの御説明に関しまして、御質問、御意見等ございますでしょうか。

恐縮ですが、順番にお伺いしたいと思います。笹瀬部会長代理、よろしくお願

いいたします。 

○笹瀬代理 どうもありがとうございました。適切に記載されていると思いま

すので、これでよいと思います。以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。池永特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○池永特別委員 御説明ありがとうございました。私もこれで問題ないと思い

ます。ありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございます。石山特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○石山特別委員 私も適切な対応になっていると思いますので、特に問題ない

と思います。 

○西村部会長 ありがとうございます。眞田特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○眞田特別委員 御説明ありがとうございます。私も適切に回答されていると

思いますので、これで問題ないと思います。 

○西村部会長 ありがとうございます。中野特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○中野特別委員 中野です。御説明どうもありがとうございます。私も適切な

内容で、これで問題ないと思います。 
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○西村部会長 ありがとうございます。若林特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○若林特別委員 御説明どうもありがとうございました。私も全体として適切

な内容になっていると思います。特に６番のドコモ社の御意見に対する回答と

して、原案どおりが適当ということに加えて、実際にそういう状況が生じてし

まった場合にはヒアリングで対応ということを、なお書きで添えた点は、丁寧

でよろしいかなと思いました。 

 以上です。ありがとうございました。 

○西村部会長 御指摘ありがとうございます。先生方、御意見どうもありがと

うございました。おおむね事務局案のとおりで御賛同いただいたところかと存

じますが、もし追加で修正等の御意見等ございましたら、事務局までメールに

てお送りいただければと存じます。 

 それでは、５月２６日開催予定の電波監理審議会におきまして、当部会から

有効利用評価方針改定（案）の意見募集の結果について報告を行いたいと思っ

ております。 

 電波監理審議会への報告に当たっては、最終的には部会長の私に御一任いた

だきたいと思いますが、よろしゅうございましょうか。 

御一任いただいたものとして進めさせていただければと存じます。どうもあ

りがとうございました。 

 

（２）令和６年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４ＭＨｚ以下

の周波数帯）の調査結果のうち周波数区分ごとの調査に関する評価結果（案） 

 

○西村部会長 続きまして、議事の２、令和６年度電波の利用状況調査（各種

無線システム・７１４ＭＨｚ以下の周波数帯）の調査結果のうち周波数区分ご
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との調査に関する評価結果（案）につきまして、事務局より御説明をお願いし

たいと思います。 

○柏崎幹事 承知いたしました。事務局でございます。こちら、周波数区分ご

との評価結果案ということで、資料の４０ページを御覧いただきたいと思いま

す。 

 今回、３区分ございますが、まずは、５０ＭＨｚ以下の周波数区分に関する

評価ということで、４０ページから４１ページにかけまして、この周波数帯の

概況をお示ししてございます。こちらは海上通信、あるいは航空通信、ＡＭラ

ジオや短波ラジオなど、古くから利用されているシステムが多く、端的に申し

上げますとあまり変化が少ない帯域となってございます。 

 ページを進みまして、４４ページでございます。こちらに２年前の前回調査

時からの無線局数の増減をお示ししておりますが、アマチュア無線の２８ＭＨ

ｚ帯、あるいはＨＦ帯、こういったところが１万局ほど減少してございます。 

 続きまして、４５ページのウでございますが、こちら、前回の評価におきま

して、ＡＭラジオの無線局はＦＭラジオへの転換等に伴い、局数が減少する可

能性があると記載してございます。今回の調査におきまして、中継局が３局減

少しておりますが、ＦＭ転換とは関係なく、放送事業者３者が共同で建設した

中継局の周辺におきまして、電線の地中化が大幅に進んだということで通信環

境が改善され、役割を終えたことによる廃止でございました。ただし、現在、

特例の休止を適用して、休止して検証しております３４局がございまして、こ

れは、休止中の影響の検証結果に基づき、廃止することが想定されるというこ

とで、現状をアップデートして記載させていただきました。 

 続きまして、赤枠で囲っております、オの新たなシステムに関する需要動向

ですが、海上通信分野において、デジタル航海データシステム、ＮＡＶＤＡＴ

ほか新たなシステムの導入、また、短波帯でのデジタル通信の導入に向け、総
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務省において検討が進められております。 

 続きまして、４６ページから本周波数帯の区分の評価でございます。簡潔に

申し上げます。本周波数区分は波長が長く長距離伝送が可能で、古くから船舶

や航空機、放送に使われており、需要が大きく増減する可能性は低いものの、

一定の需要が存在する周波数となります。電波の特性やその使い方から、国際

条約に基づいた利用が求められますので、国際的な調和の観点が重要となりま

す。 

本周波数区分における無線局数は、前回調査から約２万局減少しております

が、その大きな割合を占めるのがアマチュア無線となってございます。調査結

果のとおり、アマチュア無線以外では変化の少ない帯域ではありますが、海上

通信分野における新たなシステムや短波帯の国際通信のデジタル方式の導入と

いった新たな需要に対しまして、総務省や情報通信審議会において、導入に向

けた検討が進められているなど、アクションプランに記載されている取組がお

おむね着実に遂行されていることを確認できました。 

 「以上より」というところでございますが、ＩＴＵやＩＭＯといった国際的

な状況を踏まえた新たな海上通信システムの導入に向けた取組や、他国の状況

を踏まえた短波帯デジタル通信の導入に向けた取組が進められているなど、国

際的な調和や共用を前提として、電波の有効利用が一定程度行われていると記

載してございます。 

 最後ですが、更なる電波利用の促進に向けた提言といたしまして、電波利用

のメリットは、通信速度のみではございませんので、様々な周波数帯において、

新たなニーズに対応が取れるよう、国内外の動向やニーズを注視していくこと

が望ましいと記載してございます。 

 以上が５０ＭＨｚ以下の周波数区分でございました。 

 続きまして、２つめの区分でございますが、４８ページから５０ＭＨｚ超
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２２２ＭＨｚ以下の周波数区分の評価となります。 

 ４９ページ目にかけまして、周波数の割当状況をお示ししてございまして、

紫のＦＭラジオであったり、あるいは、濃い水色や薄い水色がございますが、

無線航行システム、航空交通管制、また、黄色のところは防災無線などがござ

いまして、あとは赤色のところが公共ブロードバンドシステムに使用されてお

ります。紫の隣、右側となりますが、こちらが利活用について検討がなされて

おりますＶ－Ｌｏｗ帯域です。また、赤いところの隣側、こちらも利活用が検

討されております、Ｖ－Ｈｉｇｈ帯域となってございます。 

 ページが少し飛びまして、５５ページでございます。５５ページに赤枠で囲

ってございますが、無線局数の増減でございます。こちらもアマチュア無線が

大きく減少してございます。一方で、表の真ん中には、デジタル簡易無線（１５０Ｍ

Ｈｚ帯）、あるいは表の一番下、デジタル列車無線（１５０ＭＨｚ帯）、この辺

は増加してございます。 

 続きまして、６０ページになります。こちらのイに周波数共用、移行、デジ

タル化に向けた対応の状況としまして、イの下でございますが、周波数再編ア

クションプランにおいて求められている取組は、「以下の周波数移行に係る２つ

の取組及び利用状況調査に係る２つの取組である」と記載してございます。こ

ちら、修正が反映できておりませんでして、「周波数移行に係る２つの取組」は

アクションプランの対象でございますが、後ろの「利用状況調査に係る２つの

取組」は、公共業務用無線局のうち国の無線局がアクションプランの対象であ

り、これから御説明いたします、自治体の公共業務用無線局は対象外であった

ということで、この点、次回までに修正させていただきたいと存じます。 

 では、早速、①といたしまして、市町村防災行政無線（６０ＭＨｚ帯（同報

系））でございますが、アクションプランにおいては、デジタル方式への早期移

行を推進、また、令和６年度調査において課題等の把握に取り組むこととされ
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ております。今回の調査の結果、アンサーバックなしではアナログ方式が３２９局

減少、デジタル方式が１６４局増加、また、赤枠がついてございませんが、ア

ンサーバック付きについては、アナログ方式が１,５１７局減少、デジタル方式

が５５２局増加となってございます。また、今後、３年間の増減予定について

は、増加予定は５％未満である一方で、減少、廃止予定はアンサーバックなし

では約１６％、アンサーバック付きでは約３６％と、今後もアナログ方式は減

少が予想されます。減少、廃止の理由につきましては、他の電波利用システム

への移行・代替予定が約半数、また、有線（光ファイバー等）への代替予定、

これが大体１割程度ということで、デジタル方式等への移行・代替、こういっ

たものがおおむね進められていると考えられます。デジタル方式の導入予定が

ない、または対応時期が未定の理由につきましては、コストが課題との回答が

半数を占めてございました。 

 続きまして、６２ページでございますが、市町村防災行政無線（１５０ＭＨ

ｚ帯）になりまして、アクションプランにおきまして、移行状況の定期的な確

認、適切なシステムへの移行を推進とされてございます。こちらの６２ページ

の表を見ますと、固定局を除き、アナログ方式のほかにデジタル方式も減少し

ております。 

 ６３ページでございますが、今後３年間の無線局数の増減予定は、基地局で

は２割程度が減少・廃止予定となってございます。その理由としましては、他

の電波利用システムへの移行・代替、また、有線への代替を合わせますと７割

近くの免許人がデジタル方式、または他システムへの移行・代替予定があると

いうことになります。また、廃止・減少予定の場合の代替先の無線システムに

つきましては、携帯電話（ＩＰ無線等）が約６割とトップで、続いてデジタル

簡易無線、市町村防災行政無線のデジタル方式と続いてございます。また、移

行・代替の可能性については、固定局ではございませんが、基地局等におきま
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しては、デジタル方式が最多で、ほかに携帯電話、様々挙げられてございます。

デジタル方式への導入に対する課題は、おおむね３割から５割程度が、コスト

が課題という回答でございました。 

 続きまして、このページの③、防災相互波（１５０ＭＨｚ帯）でございます

が、６５ページ真ん中の赤枠で記載してございますが、このシステムの固有の

傾向といたしまして、移行・代替における課題として、他の相手方との調整が

必要という回答の割合がほかのシステムよりも高く出ていることがうかがえま

した。 

 また、下の④の公共業務用テレメータ（６０ＭＨｚ帯）につきましては、増

減の予定なしが８割、減少予定と増加予定がそれぞれ１割程度であり、今後も

状況の注視が求められると考えてございます。 

 続きまして、こちら６６ページのウでございますが、前回の評価におきまし

て、航空無線の狭帯域化に向けたチャネルプランの検討を着実に進めていくこ

とが必要と記載してございました。令和６年度の周波数再編アクションプラン

では、大阪・関西万博の空飛ぶクルマへの割当てということが言及されており

ましたので、状況を確認しましたところ、今年の４月時点ではまだ申請はない

ということでございました。 

 続きまして、６７ページ、オの新たな電波利用システムに関する需要の動向

でございますが、Ｖ－Ｌｏｗ帯域では、ＡＭラジオのＦＭ転換に伴うＦＭラジ

オ放送用の周波数の拡大、また、Ｖ－Ｈｉｇｈ帯域では、公共ブロードバンド

移動通信システムの周波数拡張や狭帯域ＩｏＴ通信システムの導入といったニ

ーズがございまして、いずれも導入に向けた取組がなされている状況でござい

ます。 

 続きまして７０ページに、この周波数区分の評価がございます。こちらも要

点のみ御説明いたしますと、４段落目からでございますが、市町村防災行政無
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線（６０ＭＨｚ帯（固定局））については、アクションプランに基づき、デジタ

ル方式への移行が進められ、また、今回の調査により、状況や課題が把握され

ました。市町村防災行政無線（１５０ＭＨｚ帯）につきましては、今回の調査

により、移行・代替の予定や傾向が把握されまして、重点調査の都道府県防災

行政無線と同様の傾向が把握されました。 

 以上より、アクションプラン記載の各システムの利用状況や課題の把握、ま

た、新たな需要に応じるためのＶ－Ｌｏｗ、Ｖ－Ｈｉｇｈ帯域の検討といった

アクションプランの記載に基づく取組がおおむね着実に実行されていることが

確認できました。 

 ページがまたがるところでございますが、６０ＭＨｚ帯の市町村防災行政無

線の同報、１５０ＭＨｚ帯の簡易無線や列車無線などにおいてデジタル化の進

展が見られることに加えまして、１５０ＭＨｚ帯の市町村防災行政無線の移行・

代替の状況、また、Ｖ－Ｌｏｗ、Ｖ－Ｈｉｇｈ帯域の利活用に向けた取組が着

実に実施されていることなどから、本周波数区分は電波の有効利用が一定程度

行われているとしてございます。 

 最後、更なる電波の有効利用の促進に向けての提言といたしまして、新たな

無線システムにおいて、電波が有効利用されるためには対応機器の普及が不可

欠であり、ニーズやユースケースの把握はもちろん、無線機器のコストも重要

な要素であり、規格の策定に当たっては、コスト見合いなども考慮した検討を

期待としてございます。 

 以上が、２番目の周波数区分の評価でございました。 

 続きまして、７２ページから２２２ＭＨｚ超７１４ＭＨｚ以下として、３番

目の周波数区分の評価となってございます。 

 ７２ページから７３ページにかけまして、周波数区分の概要をお示ししてお

りますが、黄色部分は様々な業務用無線で利用されておりますほか、４３０Ｍ
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Ｈｚ帯、黒いところはアマチュア無線、また、４７０ＭＨｚ帯から上は、紫の

地デジ、また、重なりまして特定ラジオマイクが使用してございます。 

 続きまして、無線局数の増減でございますが、少しページが飛びまして、７９ペ

ージでございます。こちらも減少傾向とございますが、まず、アナログ方式の

４００ＭＨｚ帯、あるいは３５０ＭＨｚ帯の簡易無線、これが非常に大きく減

少しておりまして、一方で、表の上の２つでございますデジタル方式の３５０Ｍ

Ｈｚ帯と４６０ＭＨｚ帯の簡易無線、こちらは大きく増加してございます。ま

た、アマチュア無線あるいはタクシーデジタル無線、こういったものも大きく

減少してございます。 

 続きまして、８３ページの一番上のイでございますが、こちらも先ほど修正

の御説明をさせていただきましたが、こちらも同様に、自治体の公共業務用無

線局を含めて記載しておりましたため、後ほど修正させていただきたいと思い

ます。具体的には、今記載してございますのが、「以下の『周波数移行』に係る

３取組、『利用状況等に係る調査』に係る３取組及び『周波数の共用』に係る取

組である」とございますが、真ん中の「『利用状況等の調査』に係る３取組」に

つきましては、自治体の無線局についてはアクションプラン記載の取組の対象

外ということで、修正させていただきたいと思います。 

 では、①でございますが、市町村防災行政無線（４００ＭＨｚ帯）の無線局

数の増減のほか、８４ページから８５ページにかけまして、移行・代替の予定

等を記載してございます。こちらは先ほどの１５０ＭＨｚ帯と基本的に同様の

傾向、さらに言えば、都道府県防災行政無線とも同様の傾向にございますので、

割愛させていただきたいと思います。 

 ページ飛びまして、８５ページ目の下側に②といたしまして、タクシー無線

（４００ＭＨｚ帯）について、アナログ方式は調査時点で３免許人となってご

ざいます。こちらの表を御覧いただきますと、アナログ方式も減ってございま
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すが、表の下半分にあるデジタル方式も大きく減少していることがお分かりに

なるかと思います。また、今後につきましても、アナログの３免許人のうち、

２者につきましては全て無線局を廃止予定で、また、その移行・代替先としま

しては、携帯電話（ＩＰ無線等）となってございます。 

 続きまして、同じページの８６ページ目の真ん中、③地域振興用ＭＣＡ

（４００ＭＨｚ帯）の無線局数の増減を記載してございますが、前回の調査か

ら約２,０００局減少してございます。表の下には、文章でデジタル方式の増減

を記載してございまして、デジタル方式につきましても約２００局程度減少し

てございます。こちらは３つ、市町村防災行政無線、タクシー無線、地域振興

用ＭＣＡと御説明しいたしましたが、いずれも他システムを含めまして、移行、

代替が進んでいることが伺えます。 

 続きまして、８７ページ目の④でございますが、先ほど申し上げましたとお

り、こちらは、アクションプランの直接の対象とはなってございませんでした

ので、あくまでも調査結果に対する評価分析としてございます。④の公共業務

用ヘリテレ連絡用（４００ＭＨｚ帯）の今後の予定につきまして、増減の予定

なしが９割程度、また、増加予定と減少・廃止予定がそれぞれ５％程度で、今

後も横ばいとなることが予想されます。 

 ⑤の気象援助用無線（４００ＭＨｚ帯）も同様でございまして、免許人は３者

しかございませんが、そのうち２者は増減の予定なしとなっております。こち

らも横ばいとなることが予想されます。 

 次の８８ページ⑥の防災相互波（４００ＭＨｚ帯）は、８割程度が増減の予

定なしとなってございます。８９ページに赤枠で囲っておりますが、こちらも

先ほどの１５０ＭＨｚ帯と同様に、割合は少々低いですが、デジタル、あるい

は移行・代替の課題としましては、他の相手方との調整が必要という点で共通

のものとなってございます。 
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 その下の⑦のアマチュア無線は、ほかの帯域も含めまして、増減を下に表で

お示ししてございます。ＭＦ帯を除きまして、それぞれ免許人数、あるいは無

線局数ともに２年間で１万から２万程度減少してございます。 

 続きまして、９０ページのウでございますが、前回の評価におきまして、デ

ジタル特定ラジオマイクの利用効率向上のためのチャネルリストの検討の推進

を記載してございました。その状況を確認したところ、今年度前半にリストを

公表できる見込みとのことでございました。 

 次、エでございますが、こちらは、周波数の使用期限が定められているもの

への対応状況でございます。表に示すとおり、３５０ＭＨｚ帯、４００ＭＨｚ

帯のアナログ方式の簡易無線につきましては、周波数の使用期限が令和６年

１１月末までとなってございました。調査時点においても大きく減少している

一方で、デジタル方式が大きく増加ということで、デジタル方式への移行が進

んでいることが確認できました。 

 ９０ページの下のオでございますが、新たな無線システムへの需要に対する

対応につきまして、１点目は、地上波４Ｋ放送を実現するための技術基準の制

度整備を令和６年５月に行っているということでございます。２点目は、アマ

チュア無線との共用のお話でございますが、国際的な周波数の協調ということ

で、アマチュア無線との共用検討を行いまして、４３３ＭＨｚ帯にタイヤ空気

圧モニタ、リモートキーレスエントリを導入する制度整備が令和７年の２月に

行われてございます。 

 続きまして、最後、評価となりまして、９３ページに、本周波数区分の評価

がございます。簡潔に申し上げますと、本周波数区分は、移動通信に適した特

性により、簡易無線、タクシー無線、地デジほか、様々なシステムに利用され

ております。本周波数区分における無線局数はアナログ方式の簡易無線やアマ

チュア無線、タクシーデジタル無線など大きく減少。他方、大きく増加してい
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るのがデジタル方式の簡易無線であり、アクションプランの取組によりまして、

アナログ方式の周波数使用期限を前にして、簡易無線のデジタル化が急速に進

められました。市町村防災行政無線につきましては、都道府県防災行政無線と

同様に、デジタル方式以外にも携帯電話・ＩＰ無線など他システムへの代替・

移行の可能性が示されました。また、防災相互波は、公共業務用無線局の検討

状況を見ながら、移行・代替の検討を促進することが求められると記載してご

ざいます。また、アナログ方式のタクシー無線、地域振興用ＭＣＡはデジタル

化や他システムへの移行・代替が進んでおり、特定ラジオマイクについては、

利用効率向上に資するチャネルリストの策定の取組が取られているなど、おお

むねアクションプランの取組が着実に遂行されていることが確認され、本周波

数区分は電波の有効利用が一定程度行われているということを書いてございま

す。 

 続きまして、更なる電波の有効利用の促進に向けた提言といたしまして、ま

ず、１ポツ目でございますが、タクシー無線、地域振興用ＭＣＡ、防災行政無

線などの自営系無線ではデジタル方式も減少傾向がうかがえ、携帯電話など他

システムへの移行が進むことが予想されます。これまで自営無線につきまして

は目的や用途により分類して使用周波数が設定されてきましたが、通信サービ

ス等への移行が進むことを想定すれば、中長期的な整理、再編の検討が必要と

考えられます。よって今後、デジタル方式、あるいはアナログ、デジタル問わ

ず、システム全体の無線局数が減少しているものについては、減少傾向や移行

状況、移行予定などを把握して、中長期的に整理、再編の検討を進めていくべ

きであるとしてございます。 

 続いて、２ポツ目、他システムへの移行・代替の検討に当たっては、特に公

共業務用無線局について、通信サービスに依存することのデメリットもあると

考えられまして、自営無線と通信サービスの活用のバランスが重要であること
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に留意としてございます。加えて、アマチュア無線は約３０年前のピーク時の

４分の１ほどまでに減少しておりまして、ワイヤレス人材の育成の取組は引き

続き進めるとともに、周波数の国際的な利用動向等を踏まえまして、将来的な

割当ての見直しや更なる共用の促進の検討を進める必要があるとしてございま

す。 

 最後に、調査手法に関しまして、期待した回答が得られるよう、質問の趣旨

を明確にしながら、回答選択肢を類型化、必要最小限とするなど工夫が必要で

あるとしてございます。 

 長くなりましたが、以上で周波数区分ごとの評価の御説明を終わります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

○西村部会長 御説明どうもありがとうございました。 

 ただいまの説明に関しまして、３区分に分かれて調査結果の御説明を受けま

したので、それぞれ区切って御質問、御意見等、頂戴できればと存じます。そ

れでは、まず、資料４６－２の４０ページ目からの１つ目の区分、５０ＭＨｚ

以下については、いかがでございましょうか。何か特に、御質問、御意見等ご

ざいますでしょうか。 

 若林先生、よろしくお願いいたします。 

○若林特別委員 ありがとうございます。御説明ありがとうございました。 

 内容には異論が全くないのですが、細かい文言のところで意見がございまし

て、今出していただいている４７ページの一番下のポツです。上から２行目な

のですが、「電波利用のメリットは通信速度のみではない」というところは、多

分電波利用のメリットは通信速度の速さのみではない、あるいは、電波利用の

メリットは通信速度に比例して増加するのみではないとか、もう少し何か言葉

を補っていただくとより分かりやすいと思いました。細かい点で失礼いたしま

す。 
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○柏崎幹事 承知いたしました。もう少し分かりやすく、こちら修文をさせて

いただきたいと思います。ありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございます。１つ目の区分、５０ＭＨｚ以下でござ

いますが、ほかに何か御質問、御意見等ございますでしょうか。 

 あとで３区分全体を通じまして、御意見、御質問等も確認させていただけれ

ばと思っておりますので、まずは５０ＭＨｚ以下につきましては、以上で区切

らせていただければと思います。 

 続きまして、資料４６－２の４８ページ目からの２つ目の区分でございます

が、５０ＭＨｚ超２２２ＭＨｚ以下については、御質問、御意見等いかがでご

ざいましょうか。 

○石山特別委員 石山ですが、よろしいでしょうか。 

○西村部会長 お願いいたします。 

○石山特別委員 細かい調査をしていただきまして、大変ありがとうございま

す。それに対する評価内容も大変適切であると思います。 

 評価内容に関してではなく恐縮なのですが、次回の調査に向けて御検討いた

だきたいと思いました点がございます。３区分だけに限った話ではないかもし

れませんが、市町村防災行政無線のところでもありましたが、デジタルへの移

行の課題としてコストの問題があがっておりました。その中身ですが、コスト

の問題の中身です。今使っているアナログ機器をデジタル機器に買い換える予

算がありませんというのは、やむを得ない話だと思うのですが、今使っている

アナログ機器もいつかは買換え時期、入替え時期が来ると思います。そのタイ

ミングのときに、もう一度アナログ機器を整備するつもりなのか、それともデ

ジタル機器を整備してくださるのか、その予定は多分今回の調査には入ってい

なかったと思うのですが、それを入れてみてはどうかと思いました。 

 つまり、デジタル方式に移行したいのだけど、今は予算がないので、機器入



-19- 

替えの際にデジタルに移行しますということは大変すばらしいことですが、も

しデジタル方式には問題があるので、アナログ機器からアナログ機器に入れ替

えるつもりであるという御意見の場合は、その中身をもっと詳しく伺う必要が

あると思ったわけです。ですので、調査を細かくしてしまうようで大変恐縮な

のですが、検討いただければと思いました。 

 私から以上です。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。いただいた御指摘は、デジタル化に向け

ての検討におきまして、非常に重要なポイントかと存じますので、どういった

形で調査が可能か、総務省側と検討しながら進めてまいりたいと思います。 

○石山特別委員 よろしくお願いいたします。 

○西村部会長 ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

○笹瀬代理 笹瀬です。説明どうもありがとうございました。非常によく書け

ていると思います。 

 １点だけ、６７ページのところを開けていただけますか。ここで、この前の

審議会等で話があった、Ｖ－Ｌｏｗ帯域に関して、これで９５ＭＨｚから９９Ｍ

Ｈｚまでの４ＭＨｚ幅に関しては、ＦＭ放送用に割り当てるということが適当

だということはいいのですが、この帯域は１０８ＭＨｚまであって、後の総論

のところ、評価のところの７１ページを見ると、Ｖ－Ｈｉｇｈ帯域に関しては、

これから拡張なり、ＩｏＴ通信で使うので、利用者の求めるスペックに対する

コスト見合いも考慮した検討が必要だと書いてあるのですが、実はＶ－Ｌｏｗ

に関しては、海外では１０８ＭＨｚまでＦＭ放送として使えるわけです。今回、

４ＭＨｚ幅拡張したのですが、ひょっとしたらもっと拡張する可能性もあるわ

けで、私からのお願いとしては、ここに書く必要はないかもしれませんが、ぜ

ひ周知いただきたいのは、受信機を買い換える、つまり車なり、もしくはＦＭ

ラジオを買い換えるということは、この周波数幅が増えたからといってそれで
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買い換える人はいないと思うので、逆に言うと、今まで聞けない周波数帯でＦ

Ｍラジオのサービスをされても利用度は非常に低いです。ですから、そういう

面でメーカーの方に、もしこういうＦＭ放送、ＦＭ受信機を新しくつくる場合

に関しては、今回拡張した４ＭＨｚ幅だけではなく、できれば海外でも使える

ような１０８ＭＨｚまで対応していただくと、総務省の今後の施策で、Ｖ－Ｌ

ｏｗ帯域でＦＭ放送の拡張を使うということになった場合にすぐに使えると。

受信機を買うときに買い換える人は、車ならしようがないかもしれませんけれ

ども、これも長い目で見るとコストですね。そういう対応ができるようにして

いただくと、Ｖ－Ｌｏｗ帯域がより使い勝手がよくなるという気がいたします。 

 もちろん、デジタル方式を別に導入する可能性があるなら仕方ないのですが、

海外の動向を見ると、この周波数帯はそんなに広くもないですし、ＡＭからＦ

Ｍの転換が起こるとなった場合に、さらに需要が増える可能性もあるので、そ

ういう意味では今回、４ＭＨｚ幅だけ拡張するのは非常にリーズナブルなので

すが、長い目で見るともう少し増える可能性もあるので、ぜひそういうことを

報告書以外のところで、総務省として、メーカーに何か指導していただくとあ

りがたいと個人的には思います。 

 以上です。 

○柏崎幹事 御指摘ありがとうございました。まさに国際調和にも関わる話か

と思いますので、また、コストへの対応ということでも、少し先を見て、受信

機のほうも想定するということで、こちら、議事録としてしっかり残していき

たいと思います。ありがとうございます。 

○西村部会長 笹瀬先生ありがとうございました。そのほか、２つ目の区分に

つきまして、何かございますでしょうか。 

○池永特別委員 池永です。よろしいでしょうか。 

○西村部会長 よろしくお願いいたします。 
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○池永特別委員 記載されている内容、それからまとめに関しては問題ないと

思うのですが、４９ページで、帯表を見せていただきたいんですが、Ｖ－Ｌｏ

ｗ、Ｖ－Ｈｉｇｈに関しまして、私も質問なのですが、Ｖ－Ｌｏｗに関しては

９５ＭＨｚから１０８ＭＨｚ、ここは今、更地になっている部分ですので、こ

この利用の検討が進められているというのは非常に分かりやすいのですが、Ｖ

－Ｈｉｇｈは１７０ＭＨｚから２２２ＭＨｚとなっていまして、既に２０５Ｍ

Ｈｚまでの部分は公共業務用ということで割り当てられている部分なのですが、

Ｖ－Ｈｉｇｈでの見直し、それから、今後の利活用に向けた取組という点では、

今ここに割り当てられている公共業務用の無線の拡張と、更地になっている部

分の利活用という形の両方が進められていると理解してよろしいでしょうか。 

○柏崎幹事 御指摘のとおりでございまして、公共ブロードバンドの周波数拡

張ということと、ＩｏＴのほうは、ガードバンドを利用するということになっ

てございますので、占有する帯域は隙間を縫ってということになるかと思いま

すが、御指摘のとおり、両方検討が進められているというところでございます。 

○池永特別委員 そういう意味では、今既に割り当てられている公共業務用の

ブロードバンドの部分で、帯域拡張の希望、要望があるというように理解して

よろしいですか。 

○柏崎幹事 はい、ニーズとしてはございます。 

○池永特別委員 そういうことですね。分かりました。 

 １７０ＭＨｚから２２２ＭＨｚまで、全体をどのように使うかということに

ついて今、検討が進められているということですね。 

○柏崎幹事 御認識のとおりでございます。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。記載の文面に関して

は、特に問題ないと思います。ありがとうございます。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。 
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○西村部会長 池永先生、ありがとうございます。そのほか、御質問、御意見

等ございますでしょうか。 

○眞田特別委員 すいません、眞田です。 

○西村部会長 よろしくお願いいたします。 

○眞田特別委員 非常に細かい話で恐縮なのですが、６１ページの真ん中の四

角で囲っているところの３行目で、１９者が８.５％に対応するのと、５行目が

同じ１９者なのですが５１.４％に対応するという違いは、有効回答数が違うと

いう理解でよろしいですか。 

○柏崎幹事 母数が異なっておりまして、こちらは、８.５％、１９者が減少予

定で、この１９者に８.１％の１８者が廃止予定としてプラスされ、１９足す

１８が母数となってございまして、そのうち１９者が分子となりますので、

５１.４％となります。 

○眞田特別委員 分かりました。６３ページの真ん中には有効回答数何者と書

いてあり、それに対して割合が書いてあるのですが、フォーマットを統一した

ほうが良いのかなと思いました。つまり、有効回答数が変わる場合には、回答

数が幾つかを記載しておいたほうが誤解ないと思いました。 

○柏崎幹事 承知いたしました。割合を書くときには、どこかで有効回答数が

参照できるような形で注記させていただきたいと思います。ありがとうござい

ます。 

○眞田特別委員 よろしくお願い申し上げます。 

○西村部会長 眞田先生、ありがとうございます。そのほか何かございますで

しょうか。 

 それでは、最後に資料４６－２の７２ページ目から３つ目の区分でございま

すが、２２２ＭＨｚ超７１４ＭＨｚ以下については、いかがでございましょう

か。 
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○池永特別委員 池永です。よろしいでしょうか。 

○西村部会長 池永先生、よろしくお願いいたします。 

○池永特別委員 ９０ページの部分なのですが、４３３ＭＨｚ帯のところで、

今後の話になると思うのですが、タイヤ空気圧モニタ及びリモートキーレスエ

ントリという記述がありまして、非常に細かな用途別に分けられているという

印象を持ったのですが、これに関しては、例えば周波数帯を割当てするときに、

このように細かく用途を分ける理由は何かあるのでしょうか。 

 例えば、少し思いましたのは、特定小電力無線の場合はテレメータ、テレコ

ントロール、データ伝送のように非常に大まかな分け方がされているのですが、

例えば車両でこれからＩｏＴのようなイメージでたくさんのデータが伝送され

るようになってきたとき、タイヤ空気圧モニタ以外のものも今後出てくるよう

に思うのですが、そのような場合に、個別に用途を区分すると思うと、少し大

変なのではないかと思いまして、この辺りの状況はいかがでしょうか。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。私の認識で、もしこれからの御説明で後

ほど修正が必要な場合は、また別途、訂正させていただきますが、こちらのタ

イヤ空気圧モニタも、恐らくテレメータ、テレコントロール用の特定小電力無

線局になっているかと考えております。 

 技術規格的には、ある程度「使い方」の問題は議論として出てくるかもしれ

ませんが、基本的には、規格の範囲内で収まっていれば、ある程度柔軟には対

応できる余地はあるかなとは考えているところでございます。 

○池永特別委員 気にしているのは、この部会としましては、例えばこういう

用途別に評価とか利用状況の調査をすることになるのか、それとももっと大枠

の項目で調査されることになるのかというのが気になったのですが、今例えば

タイヤ空気圧モニタという用途が出てきても、調査としては、こういうのを個

別に調査するわけではないという理解でよろしいですか。 
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○柏崎幹事 そうですね。こちらのタイヤ空気圧モニタは免許不要局になりま

すので、免許局ではございませんので詳細な調査は難しいと。基本的には、免

許不要局の枠組での調査になるかと思います。 

○池永特別委員 分かりました。承知しました。 

 今ここで挙げられているものも基本的には免許不要局の範囲に入るもので、

調査もその範囲で行われるということで承知しました。ありがとうございます。 

○柏崎幹事 こちら、免許不要局の枠組みでの調査ということになります。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○吉田課長 総務省吉田でございます。どの粒度で評価していくのかの枠組み

については、柏崎幹事から今申し上げたとおりかと思います。 

 他方で、この部分の記載につきましては、かなり国際的なニーズ等もありま

して、タイヤ空気圧モニタ及びリモートキーレスエントリの導入につきまして

は、総務省が取組を進めてきたところでございますので、新たな需要に対する

取組ということで御紹介をさせていただくという趣旨もございまして、入れさ

せていただいたので、その点、御理解いただければと思います。 

 ただ、御指摘の点につきましては、もう一度改めて事務局でも、枠組みにつ

いては、そのようなものであるということは確認を原課にさせていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

○池永特別委員 御説明ありがとうございます。このような内容で記載される

ことに関しましては、全く問題ないと思います。 

○吉田課長 ありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございました。そのほか、３つ目の区分につきまし

て、御意見、御質問等ございますでしょうか。 

○中野特別委員 中野ですが、よろしいでしょうか。 

○西村部会長 よろしくお願いいたします。 
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○中野特別委員 私からは防災相互波のところで、複数の防災機関の間で通信

するために使われているので、それぞれの機関の事情があり、移行や代替がな

かなか進まないといったことが書かれていたと思いますが、そこに関しては、

どこかが主導しないとあまり進まない可能性もあると思いますが、その辺り、

総務省側のアプローチとかはどうなっているのか、少々お伺いさせていただけ

ればと思います。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。御指摘いただいた防災相互波につきまし

ては、次に御説明いたします公共業務用の評価の方に具体的に記載してござい

まして、非常通信協議会という、防災機関が集まった組織があり、総務省が事

務局となっております。その非常通信協議会で、防災相互波の代替システムと

いたしましては、公共安全モバイルシステム、これを候補として、主に国の機

関のほうが主導となって検討が進められているということでございます。 

○中野特別委員 御説明どうもありがとうございます。 

 あと、一番最後のページのところで国際的な動向を追ってというようなお話

があったかと思うのですが、その辺り何か国際的に動きそうなところがあった

りはされるのでしょうか。最終的に有効利用のために、最後の段落に国際的な

動向も含めて検討されたいとあったと思いますが、その辺りはいかがでしょう

か。 

○柏崎幹事 今回の対象周波数帯で、直近で国際的な動向を踏まえて対応して

いるシステムについては、既に評価案に記載されているもの以外では、すぐに

は思いつかないところではございますが、もう少し高い周波数帯ですと、Ｖ２Ｘ

とか、無線ＬＡＮの６ＧＨｚ帯の周波数拡張などが国際的な動向を踏まえての

検討ということになっております。すぐに思い浮かばず、申し訳ございません。 

○中野特別委員 ３区分あったので、３区分全部に入っているのかと思い質問

させていただきましたが、お話がなかったのでどうなっているのかと思い伺い
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ました。そういう意味では、あまり動きのないところということで了解いたし

ました。どうもありがとうございます。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。 

○中野特別委員 以上です。 

○西村部会長 中野先生、ありがとうございます。そのほか、３つ目の区分に

つきまして、ございますでしょうか。あるいは、全体を通じまして御質問、御

意見等ございますでしょうか。 

 恐縮ですけれども、順番にお伺いさせて、確認をさせていただければと存じ

ますが、笹瀬部会長代理、いかがでございましょうか。 

○笹瀬代理 特にございません。どうもありがとうございました。 

○西村部会長 池永特別委員、いかがでございましょうか。 

○池永特別委員 特に問題ございません。コメント等ございません。ありがと

うございます。 

○西村部会長 石山特別委員、いかがでございましょうか。 

○石山特別委員 これで問題ございません。ありがとうございました。 

○西村部会長 眞田特別委員、いかがでございましょうか。 

○眞田特別委員 特にコメントはございません。ありがとうございます。 

○西村部会長 中野特別委員、よろしくお願いいたします。 

○中野特別委員 特にコメントございません。どうもありがとうございます。 

○西村部会長 若林特別委員、いかがでございましょうか。 

○若林特別委員 ありがとうございます。全体として適切だと思います。特に

追加のコメントはございません。ありがとうございます。 

○西村部会長 貴重な先生方からの御意見を賜りまして、ありがとうございま

した。本日の議論を踏まえまして、修正が必要な点、修文等を事務局で作成い

ただきまして、構成員の先生方には、改めて御確認をお願いできればと思って
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おります。また、もし追加での修正等が御意見等、あるいは質問等ございまし

たら、事務局までメールにてお送りいただければと思っております。 

 また、本日、事務局から説明がありました細かい修正点につきましても、次

回の取りまとめの際でございますけれども、反映して御説明いただきたいと考

えております。そして、評価結果（案）の全体につきましては、次回６月の部

会におきまして、取りまとめという形で行いたいと考えております。よろしく

お願いいたします。非常に活発な御議論、ありがとうございました。 

 

（３）令和６年度電波の利用状況調査（公共業務用無線局）の調査結果に関す

る評価結果（案） 

 

○西村部会長 それでは、続きまして、議事の３つ目、令和６年度電波の利用

状況調査（公共業務用無線局）の調査結果に関する評価結果（案）につきまし

て、事務局より御説明をお願い申し上げます。 

○柏崎幹事 事務局でございます。それでは、資料４６－３に基づきまして、

公共業務用無線局の評価結果（案）を御説明いたします。 

 まず、投影しております２ページ目、こちら、令和３年度に設定されました

調査対象といたしまして、他の用途での需要が顕在しているシステムと、アナ

ログ方式を使うシステム、これらに分けられて掲載してございます。 

【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】 

 早速でございますが、４ページ目でございます。他の需要が顕在化している

システムということで、評価結果（案）のまとめを一覧で記載してございます。

今回の評価の時点では、無線システムを使っている免許人側での対応というよ

りは、全体的に総務省側での制度的な対応が求められておりまして、その検討

の進捗状況を中心に評価を記載してございます。 
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 では、個別に御説明いたします。まず、６ページ目でございますが、こちら

は５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムでございます。デジタル変革時代の電波政

策懇談会での状況といたしまして、他の用途での需要は５Ｇに需要があると、

また、方向性としましては、廃止ということが示されておりました。 

 ７ページ目でございますが、免許人は１者、無線局数は１７局ですが、特段

変更はございません。赤枠で囲っておりますが、今回の調査により本システム

の廃止の必要性というものを免許人は認識しているものの、有益なシステムと

いうことで増やすことも検討しているという状況でございました。 

 ８ページ目に進捗がございまして、総務省におきまして、令和６年１２月に

５Ｇへの割当てを行いました。また、本システムの新規開設の期限を今年度末

まで、また周波数の使用期限を令和１８年の３月３１日まで、さらに移行費用

の負担を携帯電話事業者が負担して移行を促進する、終了促進措置の制度整備

が行われまして、５Ｇへの周波数割当てと、移行に向けた制度が整ったことに

なります。 

 ９ページ目には、評価としまして、そのような状況を記載しておりまして、

最後に、他システムへの代替に向けた検討状況について調査を行うことが適当

ということで、今後のことを記載してございます。 

 続きまして、１０ページ、こちらは５ＧＨｚ帯の気象レーダーでございます。

懇談会におきまして、他の需要として無線ＬＡＮ、また、方向性としては周波

数の共用が示されてございます。免許人は２者ございまして、無線局数は５５局

となってございます。 

 １２ページ目に状況が記載してございますが、こちらは、実は当初予定され

ておりました検討は完了しているということでございます。ただ、その後の状

況といたしまして、令和６年１２月に情報通信審議会から出された共用条件を

踏まえまして、令和７年の４月に無線ＬＡＮの上空利用に関する制度化を施行
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済みとなってございます。つまり、上空利用の共用条件が拡大したという状況

にございます。また、アクションプランにおきましては、固体素子型への更新

状況について調査を行うとされているところでございます。 

 １３ページから１４ページに評価として、これらの状況を記載しておりまし

て、最後に、総務省において気象レーダーの更新予定の最新状況を調査報告い

ただきたいということで記載してございます。 

 続きまして、（３）の６.５ＧＨｚ帯のマイクロ固定通信、１５ページ目でご

ざいます。こちらも懇談会のほうで無線ＬＡＮに需要があるということで、方

向性としては周波数共用となってございます。その対応状況でございますが、

令和６年１０月に情報通信審議会において、アドホックグループが設置されて

検討が進められているということでございますので、令和６年の１０月より検

討を開始したことが確認されました。また、アクションプランにおきましては、

共用だけでなくマイクロ固定の高度化の検討ということも記載されてございま

すので、今投影しております赤枠のところでございますが、高度化の検討状況

といたしましては、情報通信審議会での意見募集を実施しておりまして、今年

度中に制度整備を行う予定ということでございます。 

 こういった状況を踏まえまして、評価ですが、最後の部分におきまして、令

和７年度中をめどに、着実に技術的条件を策定するとともに、引き続き利用状

況について調査を行うことが適当、また、さらなる高度化に向けた技術検討が

進められており、その検討状況を注視していくこととしたいとしてございます。 

 続きまして、３８ＧＨｚ帯のＦＷＡは、５Ｇへの需要があるということで方

向性としては周波数共用となってございます。２０ページ目にその後の進捗、

検討状況といたしまして、情報通信審議会の報告案の意見募集を実施しており、

共用の可能性が高いという状況にございます。 

 ２２ページ目に評価として、これらの状況を記載しておりまして、最後に、
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引き続き本システムの利用状況調査を行うことが適当としてございます。 

【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】 

 以上が、他の需要がある５システムでございますが、基本的に冒頭申し上げ

たとおり、総務省での検討状況が進んでいるということでございます。 

 続きまして、アナログ方式のシステムでございます。こちら１５システムが

対象となってございますが、昨年の評価におきまして、進捗の定量化を課題と

してございました。このため、今回、令和３年度の無線局数からどれだけ移行

が進んだかというものを進捗率として、表の真ん中の辺に数字で記載してござ

います。移行が完了いたしますと１００％となります。ただし、現時点で移行

や代替先のシステムの候補が明確に存在しない、そういったようなものにつき

ましては、「―」として傍線でお示ししてございます。 

 まず、ざっと俯瞰いたしますと（１）の路側通信、（２）のテレメータ、【電

波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】こういったものは、

昨年度よりも進捗率が増加しておりますので、それらについては、令和６年度

の進捗のところに代替が進展、あるいは廃止が進展、もしくはデジタル化が進

展といったように記載してございます。（１１）のヘリテレ画像伝送も若干進展

はしてございます。 

 では、個別の御説明となります。３０ページでございますが、ＭＦ帯の路側

通信、こちらにつきましては、方向性としてはデジタル化ということになって

ございます。その進捗状況が３１ページから３２ページ目に調査結果として記

載してございます。調査結果といたしましては、無線局数は減少していると。

ただ、今後の予定としては、移行・代替・廃止の予定はなし、理由は、検討中

ということでございます。これらの調査の結果の状況を踏まえまして、３３ペ

ージに評価としてございますが、最後に、府省庁と連携して、今年度末までを

めどに方向性の検討を着実に行い、何が課題となっているかを調査することが
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適当であると記載させていただいてございます。 

 ３４ページ、公共業務用テレメータ（災害対策・水防事務を除く）でござい

ます。方向性は廃止となってございます。また、３５から３６ページ目にかけ

まして、調査結果といたしましては、無線局数は減少しているということと、

今後の予定、今投影しております真ん中の小さい赤枠にございますが、減少予

定が７５％、また、その理由につきましては、他システムへの移行・代替予定

のためとなってございます。こういった調査の状況を踏まえました評価といた

しまして、３７ページでございますが、評価のところの最後に、引き続き廃止

の進捗を調査することが適当ということで記載してございます。 

 続きまして、３８ページ目は公共業務用テレメータのうち、災害対策・水防

事務のものでございます。方向性としましては、デジタル化ということでござ

います。ただ、こちらにつきましては、対応するデジタル方式がまだないとい

う状況でございます。このため、４０ページ目に記載してございますが、令和

６年度まで総務省で技術試験事務を実施しまして、その結果を基に、令和７年

度に情報通信審議会における検討を開始するという状況でございます。また、

総務省から関係府省庁へ、機器更新の機会を捉えてのデジタル化に関する依頼

文書を令和７年度に発出してございます。ですので、こちらはまだ対応するデ

ジタル方式が総務省側で検討中という状況でございます。 

 以上の状況を踏まえまして、４１ページの評価でございますが、最後に情報

通信審議会における検討を進め、引き続き利用状況を調査、また、移行方針に

係る検討を期待ということで記載してございます。 

 こちらと同じ状況にありますのが、この後、同様のシステムがございまして、

続く水防用（６０ＭＨｚ帯、１５０ＭＨｚ帯）、災害対策・水防用無線（６０Ｍ

Ｈｚ帯）、また、公共業務用ヘリテレ連絡用、気象援助用無線（４００ＭＨｚ帯）

も同様の状況にございますので、こちらは御説明のほうも割愛させていただき
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たいと思います。 

 ページが飛びまして、５１ページ目の部内通信でございます。方向性としま

してはデジタル化等、また、５２から５３ページ目に状況を記載してございま

す。調査結果としましては、移行は特段進んではございませんが、当該府省庁

におきまして、公共安全モバイルシステムへの代替を検討中ということでござ

います。５３ページ目。画面に投影しております上側の赤枠内に記載してござ

いますが、この府省庁におきまして、令和６年度に公共安全モバイルシステム

の実証試験を実施しており、その結果を踏まえて、移行・代替の検討を進めて

いるという状況でございます。こういった状況を踏まえまして、評価のところ、

５４ページでございますが、最後に、関係府省庁と連携しまして、実証試験の

結果を把握し、公共安全モバイルシステムへの代替に向けた検討を早期に推進

することが適当ということで記載してございます。 

 続きまして、石油備蓄（１５０ＭＨｚ帯）、５５ページ目でございます。こち

らも方向性としましてはデジタル化等、また、取組状況が５６ページから５７ペ

ージ目にかけて記載してございます。こちらも増減なしということで、免許人

数、無線局数ともに増減なしとなってございます。また、５７ページ目の１つ

目の赤枠内でございますが、状況を確認したところ、おおむね１０年以内と見

込まれる更新時期を念頭にデジタル化するという方向性ということでございま

す。ここにつきましては、総務省が移行するメリットを伝えるなど、サポート

を行っていくということでお話がございました。このような状況を踏まえまし

て、５８ページ目に評価としてございますが、最後の部分に、引き続き免許人

に対して移行・代替のメリット等を周知するとともに、デジタル化の進捗を調

査することが適当と記載してございます。 

 続きまして、５９ページ、こちらは、防災関係機関相互の通信で用いられる

防災相互波でございます。こちら、先ほど御指摘いただきました複数のいろい
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ろな組織の間で通信をするための周波数となってございまして、方向性としま

してはデジタル化等ということでございます。こちらも状況といたしましては、

免許人数は増減なしですが、無線局数はわずかに増加してございます。２局ほ

ど増加してございます。免許人、府省庁が複数ございまして、幾つか府省庁ご

とに状況が異なるということで、６１ページ目に記載してございます。災害時

等の可用性について課題としているところが多くございます。６１ページの、

投影してございます３つ目の赤枠内でございます。アクションプランでは、防

災相互波に関しまして、防災機関で構成されます非常通信協議会において公共

安全モバイルシステムでの代替可能性を含めて、利用状況等の調査を行うとい

うことが記載されてございます。 

 おさらいでございますが、公共安全モバイルシステムとは何かでございます

が、これは、端的に言えば携帯電話のＭＶＮＯのようなもので、携帯電話端末

を使った通信システムということでございます。ですので、先ほどの課題とな

っておりました災害時の可用性というのは、災害時の携帯電話の無線区間にお

ける通信が大丈夫かというところで、ユースケースにマッチするか、そこが課

題となります。先ほど申し上げたとおり、ある府省庁におきましては、令和６年

度にこれの実証検証をやっているという状況にございます。 

 これを踏まえた評価でございますが、総務省においては関係府省庁と連携し

て、公共安全モバイルシステムの代替可能性の検討を早期に推進、引き続き利

用状況について調査を行うことが適当。また、公共安全モバイルへの代替につ

いては、部内通信で述べたとおり、総務省は免許人である【電波監理審議会決

定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】における令和６年度の実証試験結

果を把握する必要があると記載してございます。 

 続きまして、公共業務用ヘリテレ連絡用ですが、先ほどのシステムと技術試

験、技術基準の検討状況が同様でございますので、御説明は割愛させていただ
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きます。その次の気象援助用無線（４００ＭＨｚ帯）も、同様に総務省でデジ

タル方式の技術基準を検討中となってございます。 

 ページが飛びまして、７３ページでございます。１５ＧＨｚ帯ヘリテレ画像

伝送、こちらも方針としましてはデジタル化等、また、状況としましては、若

干局数が減少という状況でございます。ただ、減少でございますが、実は、こ

ちら大きい赤枠内に記載してございますが、減少の内訳としては、３局減のほ

かに２局が増加でマイナス１局ということで、この増加の状況を確認したとこ

ろ、アナログの受信機がまだ残存しており、アナログとデジタルの両用機を調

達している状況。受信機のデジタル化が完了し次第、アナログを廃止する方針

ということで、一定のデジタル化への方針が示されているような状況でござい

ます。以上のような状況を踏まえまして、評価が７７ページでございますが、

府省庁と連絡してデジタル化、または他システムへの代替に向けた検討を行う

とともに、引き続き代替の進捗及び課題を調査することが適当としてございま

す。 

 続きまして、７８ページ目から不公表システムがございます。 

【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】 

 以上、少々長くなって申し訳ございませんが、公共の評価結果の案となって

ございます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○西村部会長 詳細な説明ありがとうございました。 

 ただいまの御説明に関しまして、まずは、資料４６－３の４ページ目からの

いわゆる他需要、ほかに需要があるシステムについて、御意見、御質問等ござ

いますでしょうか。あとで、また全体を通じまして御質問等があれば、お伺い

できればと思いますが、まずは他需要のところは、まずはよろしいでしょうか。 

 それでしたら、続きまして、資料４６－３の２８ページ目からのアナログ方

式を使っているシステムについては、いかがでございましょうか。 
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 あるいは、全体を通じまして、御質問、御意見等ございましたら、よろしく

お願いいたします。恐縮でございますけれども、順番にお伺いさせていただけ

ればと存じます。笹瀬部会長代理、いかがでございましょうか。 

○笹瀬代理 どうもありがとうございます。よくまとまっていると思うので、

このままで結構でございます。特にコメントございません。よろしくお願いし

ます。 

○西村部会長 ありがとうございます。池永特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○池永特別委員 私からも特にコメント等ございません。よくまとまっている

と思います。ありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございます。石山特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○石山特別委員 適切な取りまとめだと思います。特にコメントはございませ

ん。 

○西村部会長 ありがとうございます。眞田特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○眞田特別委員 私からも特にコメントはございません。御説明ありがとうご

ざいました。 

○西村部会長 ありがとうございます。中野特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○中野特別委員 私からも特にコメントはございません。説明どうもありがと

うございました。 

○西村部会長 ありがとうございました。若林特別委員、よろしくお願いいた

します。 

○若林特別委員 私からは３９ページのところなのですが、これ以前御説明を
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いただいていたら重複するかもしれませんが、対応するデジタル方式がなく、

「代替可能なシステムがないため」ということで、今後検討していくという話

だと思うのですが、３９ページ、下から２番目の四角の少し上に、無線局が減

少しているものについて、その理由として、「他の電波利用システムへ移行・代

替予定のため」と書いてあるので、移行できるものもあるけれども、代替可能

なシステムがないものもあるということと、この違いは何だったでしょうか。

用途が少し微妙に違うとか機器が違うとか、そういうことだったでしょうか。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。こちらのテレメータはデジタル方式の技

術的条件を検討しているような状況がございますが、同じシステムの中でも、

例えば設置場所、通信距離であったり、あるいは伝送するデータ量であったり、

テレメータですと基本的には３６５日間、ほぼ２４時間通信しているような状

況にあるかと思いますが、そういったユースケースが、場合によっては一つの

免許人の中でも使っている場所やデータ量とか、そういった個々の無線局単位

で見たときに、この部分では別なシステムへの置き換え、あるいは携帯電話の

エリアに収まっていて携帯電話で置き換えができるなどという状況が考えられ

ます。部分部分で、他システムへ移行や代替が進んでいると、そういった状況

が考えられます。 

○若林特別委員 分かりました。ありがとうございます。事情が分からない方

がこれを読むと、他システムにも移行できているのに代替可能なシステムがな

いというのはどういうことだろうと思われるので、この辺、何らかの補足等が

あればより分かりやすいと、そういう趣旨でお伺いしました。 

 中身については、全く異論はございません。 

○柏崎幹事 ありがとうございます。これはまさに先ほどの周波数区分ごとの

評価における最後の提言の、自営と通信サービスのバランスというところに関

係してくるかと思いまして、携帯電話のエリア、あるいは光ファイバー、そう
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いったところが、エリア化されていて使えるような状況であれば、それが使え

るけれども、こういったテレメータですと山の中であったり、携帯電話のエリ

アや光ファイバーが来ないような状況、そういったところはどうしても通信サ

ービスで代替することが難しいということで、自営無線として残っていくとこ

ろ、そこは、デジタルの方式がないとすれば、他システムへの移行はなかなか

難しいような状況と捉えております。今御指摘いただいたような、誤解がない

ような表現ぶりの修正を検討させていただきたいと思います。ありがとうござ

います。 

○若林特別委員 ありがとうございました。 

○西村部会長 若林先生、御指摘ありがとうございました。 

 そうしますと、おおむね、事務局で御提案いただきました、作成いただきま

した案に御賛同いただいたものと思いますけれども、冒頭事務局のほうからも

表の番号の割り振りの修正もございますし、直近の若林先生からの御指摘に対

する補足的な説明の可能性というのもございます。 

 本日の議論を踏まえて修正が必要な部分に関しましては、修正を事務局のほ

うで作成いただきまして、改めて構成員の先生方には御確認をお願いできれば

と存じます。また、もし追加的な御質問、あるいは修正等の御意見がございま

したら、事務局までメールでお送りいただければと思っております。 

 これらの評価結果（案）の全体につきましては、次回６月の部会におきまし

て、取りまとめを行いたいと考えております。活発な御議論、ありがとうござ

いました。 

 

（４）令和６年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４ＭＨｚ以下

の周波数帯）の調査結果のうち総合通信局ごとの調査結果 
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○西村部会長 続きまして、議事の４番目の調査結果報告につきまして、総務

省からの報告を予定しております。事務局におかれましては、総務省関係者の

皆様に入室するよう御連絡をお願いいたします。 

○柏崎幹事 承知いたしました。それでは、総務省入室まで少々お待ちいただ

ければと思います。 

 では、総務省関係者の入室を確認いたしましたので、西村部会長、議事の進

行をよろしくお願いいたします。 

○西村部会長 承知いたしました。 

 それでは、議事の４番目、令和６年度電波の利用状況調査（各種無線システ

ム・７１４ＭＨｚ以下の周波数帯）の調査結果のうち、総合通信局ごとの調査

結果につきまして、総務省電波政策課の伊藤補佐より御説明をお願いいたしま

す。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。本日もどうぞよろしくお願いい

たします。 

 初めに、前回までに配布しておりました資料につきまして、３点ほど修正を

御報告させてください。まず、資料４６－４－２、１ページを御覧ください。

１点目、資料４６－４－４として配布しております調査結果本誌の修正となり

ます。本誌の第４章１節、４－１－１０５ページに掲載しております。北海道

総合通信局２２２ＭＨｚ超７１４ＭＨｚ以下の周波数の利用状況のシステム別

免許人数の推移の表につきまして、表の一部、１ページ分が重複しておりまし

たため、重複していた表の削除を行っております。 

 ２ページ目を御覧ください。２点目、同じく北海道総合通信局２２２ＭＨｚ

超７１４ＭＨｚ以下の周波数の利用状況の修正となりまして、４－１－１１０ペ

ージに掲載しております調査票設問一覧の表一部がほかの総合通信局の表とな

っておりましたため、表の差し替えを行っております。 
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 ３ページ目を御覧ください。３点目、九州総合通信局２２２ＭＨｚ超７１４Ｍ

Ｈｚ以下の周波数の利用状況の修正となりまして、４－１０－１１３ページに

掲載しております、調査票設問一覧の表一部がほかの総合通信局の表となって

おりましたため、表の差し替えを行っております。 

 なお、いずれの修正におきましても、評価に向けた御議論に影響が生じるよ

うなものではございませんが、訂正につきまして、大変申し訳ございません。 

 続きまして、報告事項、令和６年度電波の利用状況調査（各種無線システム・

７１４ＭＨｚ以下の周波数帯）の総合通信局等の結果について御説明をいたし

ます。資料４６－４－１、表紙に本日の御説明内容と記載のある資料、こちら

の２ページ目を御覧ください。今回の有効利用評価部会では、赤枠で囲ってお

ります総合通信局等の結果について御説明いたします。より詳細な結果につき

ましては、資料４６－４－４として配布しております調査結果本誌の第４章に

掲載しておりますので、適宜御参照ください。 

 それでは、資料変わりまして、資料４６－４－３、別冊３、総合通信局等、

２ページ目を御覧ください。各総合通信局等における無線局の推移についてで

すが、１０総合通信局に関しましては、全国と同様に無線局が減少しておりま

す。沖縄総合通信事務所は唯一、無線局が増加しており、全国と異なる傾向と

なっております。また、無線局数につきましては、いずれの年度におきまして

も関東局が最も多く、次いで近畿局が多くなっておりまして、割合としては、

関東局が３３.９％を占めており、近畿局が１３.６％を占めております。 

 ３ページ目を御覧ください。周波数区分ごとの各総合通信局等における無線

局の推移は５０ＭＨｚ以下、及び５０ＭＨｚ超２２２ＭＨｚ以下は全ての総合

通信局等が全国同様に減少しておりますが、２２２ＭＨｚ超７１４ＭＨｚ以下

につきましては、北海道局及び沖縄事務所において無線局数が増加しており、

全国とは異なる傾向となっております。 
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 まず、北海道局に関しましては、市町村防災行政デジタル無線２６０ＭＨｚ

帯、アナログとデジタルの列車無線４００ＭＨｚ帯等、全国では減少傾向であ

るものの北海道局では増加しているシステムも存在しており、この増加数が多

いことから、この区分においては増加傾向となっております。 

 次に、沖縄事務所に関しましては、簡易無線４００ＭＨｚ帯等の減少に対し、

デジタル簡易無線３５０ＭＨｚ帯が大幅に増加しておりまして、ほかの区分の

減少を上回る増加となっていることから、この区分だけではなく、７１４ＭＨ

ｚ以下全体においても増加となっております。 

 ４ページ目を御覧ください。４ページ目から６ページ目につきましては、周

波数区分ごとに無線局数の増減が多い上位１０システムを掲載しており、最も

左の欄の全国と無線局数の増減傾向と異なる総合通信局等には緑の色づけを行

っており、増減の差が大きいものは濃い色とさせていただいております。 

 ５ページ目を御覧ください。表７つ目のデジタル列車無線１５０ＭＨｚ帯（陸

上移動局・携帯局）につきましては、九州局が全国の傾向が異なりますが、こ

れは管轄内の鉄道会社が無線設備の更新のため、令和４年調査時に一時的に増

えていた無線局を廃止したため、無線局数が減少しております。 

 ６ページ目を御覧ください。表８つ目のアナログ列車無線４００ＭＨｚ帯（陸

上移動局・携帯局）につきましては、北海道、中国においてアナログ列車無線

を使用している路線において、鉄道車両の導入があったため、全国の傾向と異

なり無線局数が増加しております。９つ目の市町村防災行政デジタル無線

（２６０ＭＨｚ帯）（陸上移動局・携帯局）につきましては、北海道におきまし

て、市町村防災行政デジタル無線２６０ＭＨｚ帯を新たに導入した自治体があ

ったため、全国の傾向と異なり、無線局数が増加しております。 

 ７ページ目を御覧ください。７ページ目から１８ページ目では総合通信局ご

とに無線局数の推移、全国の無線局数に占める割合等を掲載しております。一
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例としまして、北海道局について記載項目について個別に説明をさせていただ

きます。上段から中段にかけて、無線局数の推移及び全国の無線局数に占める

割合を記載しておりまして、北海道局の無線局数は全国の約７％を占めており、

前回調査から２.１％、５,９９８局減少しております。周波数区分ごとの推移

では２２２ＭＨｚ超７１４ＭＨｚ以下のみ全国と異なる傾向となっており、全

国では１.２％、３万８７３局減少しておりますが、北海道局では０.３％、

４９１局増加しております。増加理由につきましては、３ページで御説明させ

ていただいたとおりとなります。そのほかの２つの区分に関しましては、全国

同様に減少しております。 

 下段では、各電波利用システムの無線局数が周波数区分に占める割合が全国

と異なるシステムを掲載しておりまして、北海道局では１０システムを掲載さ

せていただいております。一例としましては、消防用デジタル無線（２６０Ｍ

Ｈｚ帯）（固定局）は北海道局で５５４局あり、周波数区分に占める割合０.３７％

と全国比約１０.２倍となっていることから、北海道局は割合として比較的消防

用デジタル無線（２６０ＭＨｚ帯）（固定局）が多い地域となっていることが分

かります。以降のページでは、全国に占める割合及び前回調査からの増減につ

いてのみ御紹介させていただければと思います。 

 ８ページ目を御覧ください。東北局の無線局数は全国の８.８％、３４万

７,６８４局を占めておりまして、前回調査から３.６％、１万３,１３８局減少

しております。 

 ９ページ目を御覧ください。関東局の無線局数は全国の３３.９％、１３４万

２,５４０局を占めておりまして、前回調査から１.５％、１万９,９３２局減少

しております。 

 １０ページ目を御覧ください。信越局の無線局数は、全国の４.３％、１６万

９,７４４局を占めておりまして、前回調査から２.６％、４,５１２局減少して



-42- 

おります。 

 １１ページ目を御覧ください。北陸局の無線局数は全国の２.３％、９万

２,０８２局を占めておりまして、前回調査から２.２％、２,０５７局減少して

おります。 

 １２ページ目を御覧ください。東海局の無線局数は全国の１０.９％、４２万

９,１４０局を占めておりまして、前回調査から４％、１万７,８４６局減少し

ております。 

 １３ページ目を御覧ください。近畿局の無線局数は全国の１３.６％、５３万

８,４１５局を占めておりまして、前回の調査から２.６％、１万４,５４０局減

少しております。 

 １４ページ目を御覧ください。中国局の無線局数は全国の５.７％、２２万

３,６０４局を占めておりまして、前回調査から２.９％、６,６６７局減少して

おります。 

 １５ページ目を御覧ください。四国局の無線局数は全国の３.７％、１４万

５,１７２局を占めておりまして、前回調査から３.３％、５,０１８局減少して

おります。 

 １６ページ目を御覧ください。九州局の無線局数は全国の約９％、３５万

６,７７１局を占めておりまして、前回調査から２％、７,２９９局減少してお

ります。 

 １７ページ目を御覧ください。沖縄事務所の無線局数は全国の０.９％、３万

５,０５８局を占めておりまして、前回調査から３.１％、１,０５３局増加して

おります。増加理由につきましては、３ページ目で御説明をさせていただいた

とおりとなります。 

 以上が、総合通信局等の御説明となります。御質問等々ございましたら、よ

ろしくお願いいたします。 
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○西村部会長 どうも御説明ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、御質問、御意見等ございますでしょうか。

こちらも順番にお伺いできればと思っております。笹瀬部会長代理、いかがで

ございましょうか。 

○笹瀬代理 どうも御説明ありがとうございました。今回の総合通信局ごとの

調査の意味合いというのは、電波の利用の地域的な特徴の傾向を把握したり分

析したりということがポイントだと思いますが、今回御説明いただいた３ペー

ジから６ページ目にあるような、各総合通信局の比較をまとめたもの、これは

非常に有効だと思いますので、今後、本誌のほうにも調査結果として整理、掲

載するという記載方向の見直しは御検討いただくとありがたいと思います。 

 それから、今は御説明ありませんでしたけども、資料の４６－４－４、本誌

にあるような各総合通信局の調査結果において、図表で全部表されていると思

いますが、例えば、図表－北－４－１－２－６とか、かなり母数が少ないもの

もありますので、有効回答数が少ないようなものに関しては、分析できる情報

もあまりないように思われますので、そういう記載に関しては多少見直してい

ただいてよいという気がいたします。 

 以上です。 

 もう一度繰り返して言うと、増減傾向とか、それから年間発射日数とかいろ

いろあるのですが、こういうものがかなり、例えば、年間発射日数ですと、全

国調査の図でいうと、３－４１ページにある図表－全－３－２－２－１０に相

当するものに関しては、総合通信局ごとにすると母数がかなり少ないので、少

ないものに関しては書かなくてもいいという気がいたします。 

 以上です。コメントいかがでしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課、伊藤でございます。令和５年度調査、令和６年度調

査と、先生方に御指摘、御協力、御指導などいただきまして進めてきました。
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今回、私ども説明させていただいたのが３から６ページのような、総合通信局

別のシステムの無線局数の増減傾向などの図表です。差異が見やすい形で分か

りやすくまとめることができるようになってきているのではないかと我々も考

えています。今回、御説明させていただいたような総通局ごとの差異が見える

ようなまとめの作成など、総通局における調査結果については、より評価に資

する方向で本誌に載せるといった調査結果のまとめ方をさらに検討したいと考

えております。 

 総通局ごとの調査票調査の結果の図表につきましては、先生御指摘のとおり

でして、有効回答数が１桁台のものも多くなっております。総通局ごとの調査

票調査の結果の図表の基となる数値につきましては、別紙に全て記載して御報

告させていただいておりますので、分析ができる情報が少ないものを、改めて

こういった図表として作成する必要性もだんだん少なくなってきていると感じ

ておりますので、こちらも御指摘いただいたところですが、記載内容の見直し

について、検討させていただきたいと思います。 

 御指摘ありがとうございます。 

○笹瀬代理 どうも御回答ありがとうございました。どうぞよろしくお願いい

たします。以上です。 

○西村部会長 ありがとうございました。それでは、池永特別委員、お願いい

たします。 

○池永特別委員 御説明ありがとうございました。私から特にコメントや修正

のお願い等はございません。 

 先ほど笹瀬先生のほうから御質問あって、やり取りありました件は、実際に

詳細な資料のほうは２,２００ページを超える非常に膨大なものになっていまし

て、実際に総合通信局ごとの違いですとか傾向というのが分かるような資料の

作成の部分に注力していただいて、実際に分析しづらい部分は簡略化していく
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というような方向でも問題ないように思いました。 

 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。それでは、石山特別委員、よろしくお

願いいたします。 

○石山特別委員 私からも特に内容のコメントはございませんが、もう既にお

二人の委員の先生から御議論になっておられますように、膨大なデータを取っ

て、それをどのように整理するかということ、そして、どの辺まで詳細なデー

タを取る必要があるかということについても、本来の目的に立ち返って検討す

るのがよろしいのではないかと思いました。 

 以上でございます。 

○西村部会長 ありがとうございます。眞田特別委員、よろしくお願いいたし

ます。 

○眞田特別委員 御説明ありがとうございます。私からも特にコメントはござ

いません。どうもありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございました。中野特別委員、お願いいたします。 

○中野特別委員 中野です。御説明どうもありがとうございます。非常に分か

りやすい図表で理解できましたので、これで特に問題ないかと存じます。 

○西村部会長 ありがとうございました。若林特別委員、お願いいたします。 

○若林特別委員 御説明どうもありがとうございました。資料を見ながら説明

をいただいて、大変各地の状況がよく分かりました。コメントなり修正なりと

いうことは特にございません。 

 先ほどの笹瀬先生の御質問の件につきましても、賛成でございます。 

 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございました。そのほか何か追加的に御質問、御意

見等ございますでしょうか。いかがでしょうか。よろしゅうございますか。も
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し追加の御質問等がございましたら後日ですけれども、事務局までお送りいた

だければと思っております。 

 先ほど笹瀬部会長代理からも御提言いただきまして、ほかの先生方からも御

賛同いただいたような今後の資料の取りまとめ、あるいは本誌の構成内容の検

討ということをぜひ、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、本件議事は終了といたします。伊藤補佐、どうも御説明、御回答

ありがとうございました。 

○伊藤補佐 ありがとうございました。 

○西村部会長 それでは、総務省からの報告は以上となりますので、事務局に

おかれましては、総務省関係者の退席の御対応よろしくお願いいたします。 

○柏崎幹事 承知いたしました。それでは、総務省関係者のほうは御退席をお

願いいたします。少々お待ちくださいませ。 

 事務局でございます。退席を確認いたしましたので、西村部会長、よろしく

お願いいたします。 

 

 

閉    会 

 

○西村部会長 承知いたしました。 

 それでは、本日の議事は以上となります。本日、総務省のほうから説明がご

ざいました総合通信局ごとの調査結果に関する評価案を含めまして、次回の部

会におきましては、各種無線システム７１４ＭＨｚ以下の周波数帯の調査結果

に関する評価案、並びに公共業務用無線局の調査結果に関する評価案の全体取

りまとめを行う予定でございますので、事務局のほうで御準備のほうをよろし

くお願い申し上げます。 
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 最後に、事務局から事務連絡等はございますでしょうか。よろしくお願いい

たします。 

○柏崎幹事 事務局でございます。先ほど公共のところで最後、申し忘れてし

まいましたが、評価の最後に次回、総括といたしまして、取りまとめの評価の

ほうを追加させていただく予定ですので、事務局のほうで作成させていただき

ます。 

 では、事務連絡でございますが、まず、１点目、西村部会長からございまし

た本日の議事案件につきまして、修正の御意見や追加の御質問等ございました

ら、まず、議事１の評価方針の改定（案）につきましては、タイトで恐れ入り

ますが、５月１９日、週明けの月曜日までにいただければと思います。再来週

の２６日に親会がございますため、期間を短くさせていただいてございます。

ほかの評価結果（案）の議事案件につきましては、来週の２１日、水曜日まで

をめどに事務局までメールにていただけますようお願いいたします。 

 なお、先ほど評価方針の改定（案）につきましては、２６日の電監審、親会

で承認されましたら、総務省のホームページにおきまして、意見募集結果とと

もに公表予定となってございます。 

 また、２点目、次回の部会につきましては、６月１２日の木曜日、１０時か

らを予定しております。 

 以上でございます。 

○西村部会長 ありがとうございました。 

 １点追加的な御説明、それから２点事務連絡、頂戴いたしました。 

 それでは、本日も活発な御議論、それから今後につながる御提言を含めて御

発言いただきありがとうございます。本日の有効利用評価部会を閉会いたした

いと思います。 

 次回部会は、繰り返して恐縮ですけれども、６月１２日木曜日、午前１０時
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からを予定しておりますので、引き続き先生方におかれましては、どうぞよろ

しくお願い申し上げます。 

 どうもありがとうございました。それでは、失礼いたします。 

 


